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海事代理士法（抄） 
 

昭和２６年 ３月２３日法律第３２号     

平成３０年 ６月２０日法律第６１号改正まで 

 

（業  務） 

第 １ 条 海事代理士は、他人の委託により、別表第１に定める行政機関に対し、別表第２に定める法

令の規定に基づく申請、届出、登記その他の手続をし、及びこれらの手続に関し書類（その作成に代

えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で

作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を作成する場合に

おける当該電磁的記録を含む。）の作成をすることを業とする。 

 

（登  録） 

第 ９ 条 海事代理士となるには、海事代理士名簿に左の事項について登録を受けなければならない。 

一 氏名 

二 生年月日 

三 事務所の所在地 

四 業務に使用する印章 

五 第６条の証書の番号（第２条第一号に該当する者に限る。） 

２ 地方運輸局長は、海事代理士となる資格を有する者が、前項の規定により登録の申請をしたときは、

その者が欠格事由に該当する場合を除く外、遅滞なく登録をしなければならない。 

 

（海事代理士でない者の業務の制限） 

第１７条 海事代理士でない者は、他人の委託により、業として第１条に規定する行為を行つてはなら

ない。但し、他の法令に別段の定がある場合は、この限りでない。 

２ 海事代理士でない者は、海事代理士又はこれと紛らわしい名称を用いてはならない。 

 

第２７条 第１７条第１項の規定に違反した者又は第２５条第１項第二号の処分に違反して業務を行つ

た者は、６箇月以下の懲役又は２万円以下の罰金に処する。 

第２８条 第１７条第２項の規定に違反した者は、５千円以下の罰金に処する。 

 

 

別表第１（第１条関係） 

１ 国土交通省の機関 

２ 法務局若しくは地方法務局若しくはこれらの支局又はこれらの出張所 

３ 都道府県の機関 

４ 市町村の機関 

 

別表第２（第１条関係） 

１ 船舶法（明治３２年法律第４６号） 

２ 船舶安全法（昭和８年法律第１１号） 
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３ 船員法（昭和２２年法律第１００号） 

４ 船員職業安定法（昭和２３年法律第１３０号） 

５ 船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和２６年法律第１４９号） 

６ 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号） 

７ 港湾運送事業法（昭和２６年法律第１６１号） 

８ 内航海運業法（昭和２７年法律第１５１号） 

９ 港則法（昭和２３年法律第１７４号） 

10 海上交通安全法（昭和４７年法律第１１５号） 

11 造船法（昭和２５年法律第１２９号） 

12 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号） 

13 国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律（平成１６年法律第３１号）（国際

港湾施設に係る部分を除く。） 

14 領海等における外国船舶の航行に関する法律（平成２０年法律第６４号） 

15 船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律（平成３０年法律第６１号）（有害物質一覧表及

び同法附則第六条第二項に規定する相当確認船級協会に係る部分に限る。） 

16 前各号に掲げる法律に基づく命令 


